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研究成果の概要（和文）：地方自治体の財政運営の効率化に関して、民間経営手法の導入が保健行政・社会保障、交通
という特定分野の財政運営にどのような影響を与えるのかについて明らかにした。また、地方自治体を中心に公共部門
の在り方について考察するために、政策評価手法の導入や市町村合併といった自治体を取り巻く様々な状況の変化によ
り歳出がどのような影響を受けるのかを明らかにした。また、自治体の歳出行動そのものの傾向についても考察した。

研究成果の概要（英文）：This research has clarified how the introduction of new public management affects 
the fiscal managements on public health, social security and public transportation, from the viewpoint of 
the efficiency of the fiscal management. This research has also calcified how the introduction of policy 
evaluation methods and consolidation of municipalities affect the expenditure of the local government, in 
order to consider the role of the public sector (municipalities). Finally, the trend of the expenditure 
is also discussed.
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１． 研究開始当初の背景 
近年の少子高齢化時代の到来とともに、日本
の国と地方自治体の財政はこれまでにない
厳しい状態に直面している。しかし、本来は
サービスの需給に見合う負担をしなければ
ならないにもかかわらず、増税論議は政治的
にタブーとされ、未だ先延ばしが続いている。 
このような状態において、実行可能な政策と
して、財政運営や歳出の無駄を排除し、少な
い財源でより多くのサービスを生み出す手
法の追求が行われている。 
しかし、これまでこれらの政策についての詳
細、効果および持続可能性の議論は十分にな
されていない。特に、保健行政・社会保障、
交通といった個別の歳出分野や歳出全体で
見ても近年の NPMをはじめとした政策につ
いての議論はまだ少ない状況にある。特に、
これらを議論するうえで NPMの中でも個別
の組織内の政策のみならず、国と地方の財政
関係の変化や自治体組織の枠組みの変更と
いう、公共サービスの提供を担う組織の在り
方についての政策の考慮が必要である。 
 
２． 研究の目的 
本研究では、主に保健行政・社会保障、交通
という特定分野の政策のほか、自治体合併等
の効率化政策の状況、地方財政健全化法の導
入効果、そしてそもそも分析対象とする地方
自治体の歳出行動の実態といった自治体を
取り巻く様々な歳出に関わる現状や変化を
明らかにすることを目的とする。特に個別の
研究は、以下のようになる。 
(1)保健行政・医療 
①保健行政では、予防の観点から健康増進と
医療費削減に寄与するべく取組がなされて
いる。医療費のシェアの多くを占める生活習
慣病、なかでも糖尿病が医療費の増加要因で
あると考え、これら抑制方法を、防医療の拡
充と重篤症状の早期発見の観点から検討す
る。特に保健行政による予防活動が医療費を
削減させるという仮説を受信前、受信時、受
信後のそれぞれの状況で検証する。 
②特別養護老人ホームの施設入所者の見直
しや、介護施設への異動により発生する医療
費用の削減、さらには介護者の就職等の機会
費用などの点から具体的な政策を提案する。 
③より多くの需要者が適正な負担のもとで、
今後も引き続き高い質かつ適切な量の社会
保障給付が受けら得られる社会保障の持続
可能性を検証するために、保健・医療・介護
のサービスの供給面を効率化する政策につ
いて検討する。 
 
(2)交通 
①近年の地方経済に関係する行政組織の民
営化の事例として位置付けられる高速道路
事業民営化について、効率性はどのように変
化したのか評価し、この評価を通して今後の
インフラ管理の方法について考察する。 
②アジア諸国の主要港湾と国際競争力で劣

っている我が国の港湾について、厳しい財政
状況の下で各地域の港湾の競争力を高める
ためにも、いかに効率的に運営していくかを
効率性に影響する要因を検証することで考
察する。 
 
(3) 地方自治体の効率化政策（市町村合併） 
①平成の大合併が一段落し、規模の経済性に
よる歳出削減効果の検証が求められる中、市
町村歳出の中でも、固定費的性格を有する議
会費についての歳出削減効果を検証する。 
また、市町村歳出における規模の経済性と、
合併後の経過年数が市町村歳出に与える影
響にも着目する。 
②いわゆる平成の大合併による歳入面への
影響を分析した研究はそれほど多くはない
ことから、市町村合併によって、地方債がど
のように変化したかを検証する。 
③平成の大合併において、市町村が合併とい
う政策手段の選択にはどのような構造があ
るのか、合併行動に影響を与えるものは何か
という点から分析を進める。 
また、市町村が旧合併特例法において地方議
員の定数に対する特例をどのような要因に
よって選択したのかを実証的に検証する。 
④行政組織の規模や議会規模による政府支
出への影響を分析した研究が蓄積されつつ
あることから、議会規模や行政組織の拡大が
財政支出や赤字に与える影響について、近年
の実証研究の整理をおこなう。 
 
(4)行財政改革評価の取り組みの効果 
①2007 年の地方財政健全化法の導入以降、
地方財政健全化法において定められた財政
健全化 4指標について、財政ルールへの抵触
を回避するような調整がおこなわれていな
いかどうかを検証する。  
②2000 年代に多くの地方自治体が導入した
行政評価の効果について、行政評価の導入が
地方自治体の財政運営にどのような影響を
与えるかを実証分析で明らかにする。 
 
(5)地方自治体の歳出行動の実態把握 
①疑似実験評価手法という教育学や医学な
ど幅広い分野で注目されている手法を財政
学に新たに適用することで、これまで観察で
きなかった政策効果をまるで経験したかの
ように仮想現実として扱い、政策評価が可能
となるだけでなく、これまで解明が困難であ
った因果関係の特定化、特に日本の地方財政
におけるコモン・プール問題を検証するため、
日本の市町村歳出全体や土木費に対する地
方議員数の影響を実証的に明らかにする。 
②地方交付税の配分メカニズムを明らかに
するため、基準財政需要額の算定構造を再検
証する。 
③臨時財政対策債の制度の中身、特殊性、将
来性、扱い方を、膨大な資料から整理する。 
また、自治体が、この制度をどのくらい理解
し起債と償還をどの様に行っているのかを



データから明らかにする。償還に向けた計画
的な財政運営を行うための仕組みについて
も議論する。 
④これまで市町村レベルでは、確認されてい
たフライペーパー効果であるが、都道府県レ
ベルではこれまで確認されてきていなかっ
たことから都道府県におけるフライペーパ
ー効果の有無を確認する。地方自治体の効率
化を考察する上で、フライペーパー効果の有
無を確認することは重要である。 
 
３． 研究の方法 
前節で説明した研究はデータを用いた実証
研究と、これまでの先行研究の整理で構成さ
れる。実証分析ではそれぞれの分析対象に応
じた分析手法を採用していることから、各研
究の方法を個別に紹介する。 
(1) 保健行政・医療 
①2006 年度から 2009 年度の「国民健康保健
のレセプトデータ」に記載された個票パネル
データを用い、総合的な視点から、全疾患を
対象に保健活動の予防効果を推計した後、よ
り効果を与えると思われる糖尿病への効果
を推計する。このとき、本稿では受診率が医
療費に外生的だけでなく内生的に効果を及
ぼすと考え、まずパネル分析を用い、受診率
を含め全ての変数を外生変数とし、保健活動
による効果の分析を行った。つぎに、三段階
最小二乗法（three-stage least squares,３
SLS）を用い、保健活動が受診率にも影響を
与えることを考慮し、受診率を内生変数とし
て同時推定する。このことによって、保健活
動が、受診率を経由する形だけでなく、受診
率を経由しない形で各診療行為における医
療費（一件当たり医療費）への効果をも適正
に把握する。 
②現行制度を前提に介護総費用及び保健
料・公費負担等の長期推計を行なう。つまり、
受給者数は、在宅サービスと施設サービスに
分け、将来推計人口を用い各サービス別要介
護度別年齢別に推計する。次に、一人あたり
費用は賃金上昇率で延伸する。最後に、受給
者数に一人あたり費用をかけて介護総費用
を推計する。 
そして、特別養護老人ホームに着目し、長期
推計をベースに要介護度に応じて入所に制
約を課した場合の介護総費用の値を算出す
る。具体的には、まず入所待機者の需要を全
て満たした場合、次に入所待機者のうち要介
護度 3以上の需要をみたした場合、そして要
介護度2以下の施設利用者を在宅サービスに
切り替えた場合のモデル等を想定する。さら
にモデルごとに医療施設から介護施設への
異動に伴う医療費用の軽減や施設入所によ
る介護者の経済的な機会費用などを加味し
た場合の推計も実施する。 
③財政面からのアプローチでは、地方自治体
の財政データをもとにして、予防活動を行う
保健事業関係費、国民健康保健運営に関わる
医療事業費、介護保健制度運営に要する介護

事業費に対し、それぞれ事務事業費と給付事
業費に分類し、行政・事業区域の最適配分に
ついて、そして国庫補助金や都道府県補助金
など補助金投入の経済効果について実証分
析により政策評価を行う。 
またサービス提供からのアプローチについ
ては、サービス内の機能分化とサービス間の
連携強化に関して、保健・医療・介護の実証
分析による政策評価を行う。例えば、自治体
病院を対象に病床規模に応じた施設機能の
強化と周辺医療機関との連携の実態につい
て病院の財務データを用いて効率性分析で
評価を行う。サービス間の連携強化には予防
と医療の関係、つまり予防事業が医療費削減
に及ぼす影響について実証分析で限界費用
を算出し、また医療と介護の施設機能分化を
実施した場合の医療費削減効果をシミュレ
ーションで検証する。 
最後に、これら供給体制の効率化に対し、需
要側の公平性が阻害されていないかどうか
も併せて検証する。医療資源の効率化につい
ては、実際に大阪府内で産科集約化を実施し
た２医療機関を対象に財務評価だけでなく
患者の施設選択行動についてアンケートと
出生証明書データから分析を行う。また介護
保健制度の実施については介護サービス給
付が利用者の消費行動に与える影響を明ら
かにする。 
 
(2)交通 
①まず、高速道路事業者の財政負担面の民営
化前後の変化について道路公団に関する政
策コストの推移で確認する。次に、民営化後
の財務諸表から民営化前と同じベースの財
務データを作成し、簡単な財務分析を行う。
最後に、データ包絡分析（DEA）を用いて、
技術的効率性の民営化前後の変化を確認す
る。 
②国内 55港湾の平成 21年度のコンテナ取引
量と港湾収入をアウトプット、港湾設備と労
働者をインプットとしてDEAを用いて計測し
た技術的効率性の値について、財政変数を要
因として検証する回帰分析を行う。 
 
(3) 地方自治体の効率化政策（市町村合併） 
①類似団体による分類を用いて作成した合
成値と決算値の比較により、歳出削減効果を
検証した。また、パネルデータ分析により分
析結果の頑健性を確認する。 
さらに決算額と合成値の比率が合併後に年
を経るに従って、どのように変化するかに着
目して分析を進める。 
②類似団体を用いて、合併市町村の合成値と
決算値を対比することで財政面における市
町村合併の評価を行う。決算額と合成値の比
率が合併後に年を経るに従って、どのように
変化するかに着目して分析を進める。 
③分析モデルは、各市町村の合併協議会の選
択の有無と合併の選択の有無について多項
ロジットモデルと入れ子型ロジットモデル



を用いて比較する。また、地方議会の議員定
数に関する在任特例と定数特例について、ロ
ジットモデルによる分析を行う。 
④海外の文献のサーベイを行う。 
 
(4) 行財政改革評価の取り組みの効果 
①都道府県の財政健全化 4 指標(実質赤字比
率・連結実質赤字比率・実質公債費比率・将
来負担比率)についてSURモデルによる分析
を行う。 
②行政評価の導入の有無に注目して、都市の
マイクロデータを用いた分析を行う。分析手
法として、OLSと Tobitモデルを用いる。 
 
(5) 地方自治体の歳出行動の実態把握 
①市町村歳出と地方議会規模の因果関係に
配慮するため、地方議会の議員数の決定にお
ける非連続性を利用して「非連続回帰デザイ
ン (Regression Discontinuity Design : 
RDD)」のフレームワークで実証分析を行う。 
②都道府県の 36 年度分のパネルデータを用
いた固定効果推定により基準財政需要額の
算定構造を検証する。 
③国のガバナンス効果を検証するため、積立
不足比率を制度やその他の財政要因で説明
するモデルを推定する。満期一括償還方式主
体の場合、実質公債費比率が早期健全化基準
である 25%に近づくにつれて、積立不足等を
解消して実質公債費比率を押し下げようと、
現実の積立額を増やす行動をとると考えら
れる。これを仮説とする。観察対象は 2000
年度以前に市場公募債発行団体化した 15 道
府県、観察年次は 2006～2010 年度(標本 75
の balanced panel)である。推定モデルは、 
被説明変数として、(1) (現実の償還・積立
額－基準財政要算入額)/標準財政規模、(2) 
現実の償還・積立額/標準財政規模の 2 タイ
プを採用する。また、説明変数として、当該
自治体の財政指標と国(総務省）によるガバ
ナンスに関するいくつかの変数を採用する。 
④目的別歳出を用いて、周辺地域からの影響
を考慮した上で Seemingly Unrelated 
Regressionモデルで推定を行う。 
 
４． 研究成果 
前節までと同じく、本研究を構成する個別の
分析対象に応じた各研究の成果を紹介する。 
(1) 保健行政・医療 
①保健師、保健事業費そして保健補導員など
の保健事業活動が医療費に与える影響が異
なること、また急性期疾患よりも慢性期疾患
のほうが、より影響が強くかつ多様であるこ
とが明らかとなった。このことから医療費の
多くを占める生活習慣病のコスト削減に保
健行政活動が一定の効果があることが示さ
れた。しかしながら、糖尿病をはじめ生活習
慣病は疾患のレベルと年齢によって症状が
異なる。そのため疾患の重篤度や、対象の年
齢を分けて、保健活動の効果が医療費抑制に
寄与しているかどうかを見極める必要があ

る。 
②経済的な機会費用を考慮しつつも、現行制
度を前提に入所待機者を重度のみの入所を
行い、医療機関から介護施設への移動をはか
ることで、介護総費用の抑制がはかれること
が示された。したがって、急増する介護総費
用に対し、施設入所者の一定の制限と医療。
介護施設の機能分化と連携強化は介護総費
用の抑制に有効であるといえる。 
③社会保障財政の抑制を検討すべく、供給側
の効率性と需要側の公平性の２つの視点か
ら論じ、最適な医療の確保と多様なニーズの
対応を実現すべく効率的な社会保障サービ
スの提供体制について政策提案を行うこと
ができた。 
 
(2)交通 
①DEAを用いて技術的効率値を算出し、回帰
分析を行った結果から、民営化が効率値に正
の影響を与えているとことが示唆されてい
る。これは民営化により高速道路運営の経営
効率性に一定の改善がみられたといえる。 
②国内港湾の技術的効率性の値に対して他
会計からの移転財源の程度を示す他会計依
存度と将来世代からの移転財源の程度を示
す公債依存度からの負の影響が示された。今
後、財政移転制度の再考が必要である。 
 
(3) 地方自治体の効率化政策（市町村合併） 
①合併初期は一時的に議会費が増加するが、
その後減少することが示された。しかし、議
会費の削減幅は、合併経過年数を経るにつれ
て縮小することも明らかとなった。 
さらに、歳出総額の減少と合併後の経過年数
とは、必ずしも線形の関係にならず、一定期
間については変化が横ばいになることが明
らかとなった。 
②同じような地域条件にある未合併団体と
比べて、合併団体は合併直後か ら平均的に
地方債を増加させることが明らかになった。
さらに、地方債残高が高い団体が、合併後も
地方債発行が高いという傾向を確認するこ
とができ た。 
③合併協議会を設置した市町村の選択行動
に類似性はないこと、財政的メリットを期待
した市町村が、協議会を設置したが、合併し
た市町村は、高齢者割合が高く面積の小さい
市町村であった。 
さらに、小規模団体ほど在任特例を適用し、
大規模団体は定数特例を適用していること
が明らかになった。また、様々な財政特例措
置により日本においてコモン・プール問題が
発生している可能性を示唆した。 
④多くの既存研究では、財政規模と議会規模
の関係は正の効果があることを確認してお
り、議会規模の拡大が財政規模の拡大をもた
らしコモン・プール問題を発生させることを
示唆していることが明らかになった。 
 
 



(4) 行財政改革評価の取り組みの効果 
①分析期間において、財政健全化判断基準を
超える都道府県は存在しないが、実質赤字比
率と将来負担比率の間に負の相関関係が認
められたため、財政 ルールへの抵触を回避
するような調整がおこなわれている可能性
を示した。 
②事務事業評価を導入している自治体は歳
出を抑制している傾向にあることが明らか
になった。また、外部評価の導入は自治体の
財政状況に影響を与えていないことが示さ
れた。 
 
(5) 地方自治体の歳出行動の実態把握 
①地方議会の議員数の決定における非連続
性を利用して分析をおこなった結果、歳出総
額と議員数では正の関係を確認している。ま
た、歳出増加のための財源は新たな地方債発
行により賄われている可能性から、日本にお
いてコモン・プール問題が発生している可能
性を示唆した。 
さらに土木費と議員数では正の関係を確認
していることも示された。 
②一 人当たり基準財政需要額は人口につい
て三次関数の形状を持つことを明らかにし
た。特に、小規模団体において、人口が大き
くなるほど一人当たり基準 財政需要額が増
大するという変化が明らかになった。 
③国から補填された償還財源の一部は積
立・償還に充てられず、積立・償還不足が生
じている道府県が広範に観察された。 
また自治体行動を規律付ける国のガバナン
ス機能に着目すると、満期一括償還方式を主
体に臨時財政対策債を発行していると考え
られる 15 道府県において、一定の機能を果
たしていることが示された。 
これらの結果から、「積立不足の大きな団体
は存在しており、一層の積立促進機能を持つ
パワフルなガバナンス制度が必要」「臨時財
政対策債などの特殊な地方債に関しては、会
計を分離して、その返済度を計測する積立不
足率も数値目標化する一層のデータ公表が
必要である」との政策提言を行った。 
④都道府県におけるフライペーパー効果を
確認できた。また、周辺地域からの影響も確
認された。 
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